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    人事委員会規則 

和歌山県人事委員会規則第22号 

職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和8年9月29日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正 

職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則 

職員の通勤手当に関する規則（昭和33年和歌山県人事委員会規則第20号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（普通交通機関等に係る通勤手当の額の算出の
基準） 

第６条・第７条 略 
 
第８条 条例第15条第２項第１号に規定する運賃
等相当額（次項及び第11条の４第１項において
「運賃等相当額」という。）は、次項に該当す
る場合を除くほか、次の各号に掲げる普通交通
機関等の区分に応じ、当該各号に定める額（そ
の額に１円未満の端数があるときは、その端数
を切り捨てた額）とする。 
(１)～(３) 略 

２ 略 
 
（自転車等使用者に係る通勤手当の額） 

第９条 略 
 
（新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等に係る
通勤手当の額の算出の基準） 

第11条 略 
２ 略 
３ 第８条（第１項第３号を除く。）の規定は、
条例第15条第３項第１号に規定する特別料金等
相当額（第11条の４第１項において「特別料金
等相当額」という。）の算出について準用する
。この場合において、第８条第１項中「普通交
通機関等の」とあるのは「新幹線鉄道等の」と
、同項第１号及び第２号中「普通交通機関等」
とあるのは「新幹線鉄道等」と、同項第２号中
「運賃等」とあるのは「特別料金等」と、同条
第２項中「普通交通機関等」とあるのは「新幹
線鉄道等」と読み替えるものとする。 

 

（普通交通機関等に係る通勤手当の額の算出の
基準） 

第６条・第７条 略 
 
第８条 条例第15条第２項第１号に規定する運賃
等相当額（次項及び第11条の４第４項において
「運賃等相当額」という。）は、次項に該当す
る場合を除くほか、次の各号に掲げる普通交通
機関等の区分に応じ、当該各号に定める額（そ
の額に１円未満の端数があるときは、その端数
を切り捨てた額）とする。 
(１)～(３) 略 

２ 略 
 
（自転車等使用者の支給額） 

第９条 略 
 
（新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等に係る
通勤手当の額の算出の基準） 

第11条 略 
２ 略 
３ 第８条（第１項第３号を除く。）の規定は、
条例第15条第３項第１号に規定する特別料金等
相当額（第11条の４第４項において「特別料金
等相当額」という。）の算出について準用する
。この場合において、第８条第１項中「普通交
通機関等の」とあるのは「新幹線鉄道等の」と
、同項第１号及び第２号中「普通交通機関等」
とあるのは「新幹線鉄道等」と、同項第２号中
「運賃等」とあるのは「特別料金等」と、同条
第２項中「普通交通機関等」とあるのは「新幹
線鉄道等」と読み替えるものとする。 
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（支給日等） 
第11条の４ 条例第15条第６項の人事委員会規則
で定める通勤手当は、運賃等相当額をその支給
単位期間の月数で除して得た額（普通交通機関
等が２以上ある場合においては、その合計額）
、同条第２項第２号に定める額、特別料金等相
当額をその支給単位期間の月数で除して得た額
（新幹線鉄道等が２以上ある場合においては、
その合計額）及び同条第４項第１号に定める額
の合計額（第12条の２第２項において「１か月
当たりの通勤手当算出基礎額」という。）が15
万円を超えるときにおける通勤手当とし、条例
第15条第６項の人事委員会規則で定める期間は
、その者の当該通勤手当に係る支給単位期間の
うち最も長い支給単位期間とする。 

２ 条例第15条第６項の人事委員会規則で定める
場合は、次の各号のいずれかに該当する場合と
する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

(１) 職員に新たに条例第15条第１項の職員たる
要件が具備されるに至った日がその日の属す
る月の職員の給与に関する規則（昭和32年和
歌山県人事委員会規則第23号）第８条に規定
する給料の支給日（次号及び次項において「
支給日」という。）以後となる場合 

(２) 職員に通勤手当の額を変更すべき事実が生
ずるに至った日がその日の属する月の支給日
以後となる場合（次条第３項第２号又は第３
号イに掲げる場合に該当して支給額を改定す
る場合を除く。） 

３ 条例第15条第６項の人事委員会規則で定める
日は、支給日とする。 

 
 
 
 
 
 
４ 条例第15条第６項の規定により通勤手当を支
給する日（以下この項、次項及び第７項におい
て「支給日」という。）までに第３条の規定に
よる届出に係る事実が確認できない等のため、
通勤手当を当該通勤手当の支給日に支給するこ
とができないときは、当該支給日後に支給する
ことができるものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
５ 支給単位期間（第１項に規定する通勤手当に
係るものを除く。）又は同項に定める期間（次
項、第12条の２第２項第２号ア及び第13条にお
いて「支給単位期間等」という。）に係る通勤
手当の支給日前において離職（職員が離職の日
又はその翌日（当該翌日が和歌山県の休日を定
める条例（平成元年和歌山県条例第39号）第１
条第１項に規定する県の休日（以下この項にお
いて「県の休日」という。）に当たるときは、
当該翌日後において当該翌日に最も近い県の休
日でない日を含む。）に新たに給料表の適用を

（支給日等） 
第11条の４ 通勤手当は、支給単位期間（第４項
に規定する通勤手当に係るものを除く。）又は
同項に定める期間（以下この条、第12条の２第
２項第２号及び第13条において「支給単位期間
等」という。）に係る最初の月の職員の給与に
関する規則（昭和32年和歌山県人事委員会規則
第23号）第８条に規定する給料の支給日（以下
この条において「支給日」という。）に支給す
る。ただし支給日までに第３条の規定による届
出に係る事実が確認できない等のため、支給日
に支給することができないときは、支給日後に
支給することができる。 

 
 
２ 支給単位期間等に係る通勤手当の支給日前に
おいて離職（職員が離職の日又はその翌日（当
該翌日が和歌山県の休日を定める条例（平成元
年和歌山県条例第39号）第１条第１項に規定す
る県の休日（以下この項において「県の休日」
という。）に当たるときは、当該翌日後におい
て当該翌日に最も近い県の休日でない日を含む
。）に新たに給料表の適用を受けることとなる
場合の離職を除く。以下同じ。）をし、又は死
亡した職員には、当該通勤手当をその際支給す
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 職員がその所属する給料の支払義務者を異に
して異動した場合にあって、その異動した日が
支給単位期間等に係る最初の月であるときにお
ける当該支給単位期間等に係る通勤手当は、そ
の月の初日に職員が所属する給料の支払義務者
において支給する。この場合において、職員の
異動が当該通勤手当の支給日前であるときは、
その際支給するものとする。 

４ 条例第15条第６項の人事委員会規則で定める
通勤手当は、運賃等相当額をその支給単位期間
の月数で除して得た額（普通交通機関等が２以
上ある場合においては、その合計額）、同条第
２項第２号に定める額、特別料金等相当額をそ
の支給単位期間の月数で除して得た額（新幹線
鉄道等が２以上ある場合においては、その合計
額）及び同条第４項第１号に定める額の合計額
（第12条の２第２項において「１か月当たりの
通勤手当算出基礎額」という。）が15万円を超
えるときにおける通勤手当とし、条例第15条第
６項の人事委員会規則で定める期間は、その者
の当該通勤手当に係る支給単位期間のうち最も
長い支給単位期間とする。 
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受けることとなる場合の離職を除く。以下同じ
。）をし、又は死亡した職員には、当該通勤手
当をその際支給するものとする。 

６ 職員がその所属する給料の支払義務者を異に
して異動した場合であって、その異動した日が
支給単位期間等に係る最初の月（第２項各号に
掲げる場合に該当する場合にあっては、当該月
又はその翌月）であるときにおける当該支給単
位期間等に係る通勤手当は、次の各号に掲げる
支給単位期間等の区分に応じ、当該各号に定め
る給料の支払義務者において支給するものとす
る。 
(１) 職員に新たに条例第15条第１項の職員たる

要件が具備されるに至ったことにより支給が
開始され、又は次条第３項第１号若しくは第
３号アに掲げる場合に該当して支給額が改定
された通勤手当に係る支給単位期間等 当該
開始又は改定に係る事実の生じた日において
職員が所属する給料の支払義務者 

(２) 前号に掲げるもの以外の支給単位期間等 
当該支給単位期間等に係る最初の月の初日に
職員が所属する給料の支払義務者 

７ 前項の規定により職員が異動前に所属してい
た給料の支払義務者が通勤手当を支給する場合
であって、当該異動が当該通勤手当の支給日前
であるときは、当該通勤手当をその際支給する
ものとする。 

 
（支給の始期及び終期等） 

第12条 通勤手当の支給は、職員に新たに条例第
15条第１項の職員たる要件が具備されるに至っ
た場合においてはその日の属する月から開始し
、通勤手当を支給されている職員が離職し、又
は死亡した場合においてはそれぞれその者が離
職し、又は死亡した日、通勤手当を支給されて
いる職員が同項の職員たる要件を欠くに至った
場合においてはその事実の生じた日の属する月
（これらの日が月の初日であるときは、その日
の属する月の前月）をもって終わる。ただし、
通勤手当の支給の開始については、第３条の規
定による届出が、これに係る事実の生じた日か
ら15日を経過した後にされたときは、その届出
を受理した日の属する月から行うものとする。 
 
 
 

２ 職員に新たに条例第15条第１項の職員たる要
件が具備されるに至った場合のうち、その日の
属する月においてその日前に当該職員が離職を
していた場合その他の場合で人事委員会が定め
る場合におけるその日の属する月（前項ただし
書に規定するときにあっては、第３条の規定に
よる届出を受理した日の属する月）の支給額は
、人事委員会が定める。 

３ 通勤手当は、これを受けている職員にその額
を変更すべき事実が生ずるに至った場合におい
ては、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当
該各号に定める月から支給額を改定する。 
 
 
 
(１) 通勤手当の額を増額して改定する場合（第

３号に掲げる場合を除く。） 通勤手当を受
けている職員にその額を変更すべき事実の生
じた日の属する月（当該改定に係る第３条の
規定による届出が、当該事実の生じた日から
15日を経過した後にされたときは、その届出
を受理した日の属する月） 

(２) 通勤手当の額を減額して改定する場合又は
改定前の通勤手当の額と改定後の通勤手当の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（支給の始期及び終期） 
第12条 通勤手当の支給は、職員に新たに条例第
15条第１項の職員たる要件が具備されるに至っ
た場合においてはその日の属する月の翌月（そ
の日が月の初日であるときは、その日の属する
月）から開始し、通勤手当を支給されている職
員が離職し、又は死亡した場合においてはそれ
ぞれその者が離職し、又は死亡した日、通勤手
当を支給されている職員が同項の職員たる要件
を欠くに至った場合においてはその事実の生じ
た日の属する月（これらの日が月の初日である
ときは、その日の属する月の前月）をもって終
わる。ただし、通勤手当の支給の開始について
は、第３条の規定による届出が、これに係る事
実の生じた日から15日を経過した後にされたと
きは、その届出を受理した日の属する月の翌月
（その日が月の初日であるときは、その日の属
する月）から行うものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
２ 通勤手当は、これを受けている職員にその額
を変更すべき事実が生ずるに至った場合におい
ては、その事実の生じた日の属する月の翌月（
その日が月の初日であるときは、その日の属す
る月）から支給額を改定する。前項ただし書の
規定は、通勤手当の額を増額して改定する場合
における支給額の改定について準用する。 
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額が同額である場合（次号に掲げる場合を除
く。） 通勤手当を受けている職員にその額
を変更すべき事実の生じた日の属する月の翌
月（その日が月の初日であるときは、その日
の属する月） 

(３) 月の初日から末日までの期間に職員に通勤
手当の額を変更すべき事実の生じた日が２以
上ある場合 次に掲げる場合の区分に応じ、
それぞれ次に定める月 
ア 通勤手当の額を増額して改定する場合に
相当するものとして人事委員会が定める場
合 人事委員会の定める月 

イ アに掲げる場合以外の場合 これらの事
実の生じた日の属する月の翌月 

４ 前項第３号アに掲げる場合における同号アに
定める月の支給額は、人事委員会が定める。 

 
（返納の事由及び額等） 

第12条の２ 条例第15条第７項の人事委員会規則
で定める事由は、通勤手当（１箇月の支給単位
期間に係る通勤手当にあっては、返納させるも
のとして取り扱うことが適当でない場合として
人事委員会が定める場合に係るものを除く。）
を支給される職員について生じた次の各号のい
ずれかに掲げる事由とする。 
(１)～(４) 略 

２ 条例第15条第７項の人事委員会規則で定める
額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当
該各号に定める額とする。 
(１) １か月当たりの通勤手当算出基礎額が15万

円以下であった場合 次に掲げる場合の区分
に応じ、それぞれ次に定める額 
ア イに掲げる場合以外の場合 次に掲げる
場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(ア) (イ)に掲げる場合以外の場合 前項第２
号に掲げる事由が生じた場合にあっては
当該事由に係る普通交通機関等又は新幹
線鉄道等（同号の改定後に１か月当たり
の通勤手当算出基礎額が15万円を超える
こととなるときは、その者の利用する全
ての普通交通機関等及び新幹線鉄道等）
、同項第１号、第３号又は第４号に掲げ
る事由が生じた場合にあってはその者の
利用する全ての普通交通機関等及び新幹
線鉄道等につき、使用されるべき通用期
間の定期券の運賃等及び特別料金等の払
戻しを、人事委員会の定める月（以下こ
の条において「事由発生月」という。）
の末日にしたものとして得られる額（次
号アにおいて「払戻金相当額」という。
） 

(イ) 前項第２号に掲げる事由が生じ、前条
第３項第１号又は第３号アに掲げる場合
に該当した場合であって、当該事由が生
じた日の属する月が前項第２号の改定前
の通勤手当の額に係る支給単位期間に係

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（返納の事由及び額等） 

第12条の２ 条例第15条第７項の人事委員会規則
で定める事由は、通勤手当（１箇月の支給単位
期間に係るものを除く。）を支給される職員に
ついて生じた次の各号のいずれかに掲げる事由
とする。 
 
 
(１)～(４) 略 

２ 条例第15条第７項の人事委員会規則で定める
額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当
該各号に定める額とする。 
(１) １か月当たりの通勤手当算出基礎額が15万

円以下であった場合 次に掲げる場合の区分
に応じ、それぞれ次に定める額 
ア イに掲げる場合以外の場合 前項第２号
に掲げる事由が生じた場合にあっては当該
事由に係る普通交通機関等又は新幹線鉄道
等（同号の改定後に１か月当たりの通勤手
当算出基礎額が15万円を超えることとなる
ときは、その者の利用する全ての普通交通
機関等及び新幹線鉄道等）、同項第１号、
第３号又は第４号に掲げる事由が生じた場
合にあってはその者の利用する全ての普通
交通機関等及び新幹線鉄道等につき、使用
されるべき通用期間の定期券の運賃等及び
特別料金等の払戻しを、人事委員会の定め
る月（以下この条において「事由発生月」
という。）の末日にしたものとして得られ
る額（次号において「払戻金相当額」とい
う。） 
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る最初の月であるとき 既に支給された
通勤手当のうち、同号の改定前の当該事
由に係る普通交通機関等、新幹線鉄道等
、自転車等又は駐車場等（同号の改定後
に１か月当たりの通勤手当算出基礎額が
15万円を超えることとなるときは、その
者の利用する全ての普通交通機関等、新
幹線鉄道等、自転車等及び駐車場等）に
係る通勤手当の額 

イ 略 
(２) 略 

３ 条例第15条第７項の規定により職員に前項に
定める額を返納させる場合において、返納に係
る通勤手当の給料の支払義務者と事由発生月（
前項第１号ア(イ)に掲げる場合に該当する場合に
あっては、人事委員会の定める月）の翌月以降
に支給される給与の給料の支払義務者が同一で
あるときは、人事委員会の定めるところにより
当該給与から当該額を差し引くことができる。 

 
（支給単位期間） 

第12条の３ 略 
 
第12条の４ 支給単位期間は、第12条第１項の規
定により通勤手当の支給が開始される月又は同
条第３項の規定により通勤手当の額が改定され
る月から開始する。 

２ 月の中途において派遣等となった場合又は出
張、休暇、欠勤その他の事由により月の初日か
ら末日までの期間の全日数にわたって通勤しな
いこととなった場合には、支給単位期間は、そ
の後復職し、若しくは職務に復帰した日の属す
る月又は再び通勤することとなった日の属する
月から開始する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

イ 略 
(２) 略 

３ 条例第15条第７項の規定により職員に前項に
定める額を返納させる場合において、返納に係
る通勤手当の給料の支払義務者と事由発生月の
翌月以降に支給される給与の給料の支払義務者
が同一であるときは、人事委員会の定めるとこ
ろにより当該給与から当該額を差し引くことが
できる。 

 
 
（支給単位期間） 

第12条の３ 略 
 
第12条の４ 支給単位期間は、第12条第１項の規
定により通勤手当の支給が開始される月又は同
条第２項の規定により通勤手当の額が改定され
る月から開始する。 

２ 月の中途において派遣等となった場合（次項
に規定する場合に該当しているときを除く。）
には、支給単位期間は、その後復職し、又は職
務に復帰した日の属する月の翌月（その日が月
の初日である場合にあっては、その日の属する
月）から開始する。 

 
３ 出張、休暇、欠勤その他の事由により、月の
初日から末日までの期間の全日数にわたって通
勤しないこととなった場合（前項に規定すると
きから復職等をしないで引き続き当該期間の全
日数にわたって通勤しないこととなった場合を
除く。）には、支給単位期間は、その後再び通
勤することとなった日の属する月から開始する
。 

  

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和8年10月1日から施行する。 

（支給単位期間等の開始に関する経過措置） 

2 令和8年9月2日から同月30日までの間（以下この項において「特定期間」という。）に職員に新たに職

員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第51号）第15条第1項の職員たる要件が具備されるに至っ

た場合若しくは通勤手当を受けている職員にその額を変更すべき事実が生ずるに至った場合又は職員が

この規則による改正前の職員の通勤手当に関する規則第12条の4第2項に規定する場合（同条第3項に規定

する場合に該当しているときを除く。）に該当し、特定期間に復職し、若しくは職務に復帰した場合の

通勤手当に係るこの規則による改正後の職員の通勤手当に関する規則第11条の4第5項に規定する支給単

位期間等は、同年10月から開始するものとする。 

 

和歌山県人事委員会規則第23号 

教育職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和8年9月29日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正 

教育職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則 
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教育職員の通勤手当に関する規則（昭和33年和歌山県人事委員会規則第21号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（普通交通機関等に係る通勤手当の額の算出の
基準） 

第６条・第７条 略 
 
第８条 条例第15条の３第２項第１号に規定する
運賃等相当額（次項及び第11条の４第１項にお
いて「運賃等相当額」という。）は、次項に該
当する場合を除くほか、次の各号に掲げる普通
交通機関等の区分に応じ、当該各号に定める額
（その額に１円未満の端数があるときは、その
端数を切り捨てた額）とする。 
(１)～(３) 略 

２ 略 
 
（自転車等使用者に係る通勤手当の額） 

第９条 略 
 
（新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等に係る
通勤手当の額の算出の基準） 

第11条 略 
２ 略 
３ 第８条（第１項第３号を除く。）の規定は、
条例第15条の３第３項第１号に規定する特別料
金等相当額（第11条の４第１項において「特別
料金等相当額」という。）の算出について準用
する。この場合において、第８条第１項中「普
通交通機関等の」とあるのは「新幹線鉄道等の
」と、同項第１号及び第２号中「普通交通機関
等」とあるのは「新幹線鉄道等」と、同項第２
号中「運賃等」とあるのは「特別料金等」と、
同条第２項中「普通交通機関等」とあるのは「
新幹線鉄道等」と読み替えるものとする。 

 
（支給日等） 

第11条の４ 条例第15条の３第６項の人事委員会
規則で定める通勤手当は、運賃等相当額をその
支給単位期間の月数で除して得た額（普通交通
機関等が２以上ある場合においては、その合計
額）、同条第２項第２号に定める額、特別料金
等相当額をその支給単位期間の月数で除して得
た額（新幹線鉄道等が２以上ある場合において
は、その合計額）及び同条第４項第１号に定め
る額の合計額（第12条の２第２項において「１
か月当たりの通勤手当算出基礎額」という。）
が15万円を超えるときにおける通勤手当とし、
条例第15条の３第６項の人事委員会規則で定め
る期間は、その者の当該通勤手当に係る支給単
位期間のうち最も長い支給単位期間とする。 

２ 条例第15条の３第６項の人事委員会規則で定
める場合は、次の各号のいずれかに該当する場
合とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 

(１) 職員に新たに条例第15条の３第１項の職員
たる要件が具備されるに至った日がその日の
属する月の教育職員の給与に関する規則（昭

（普通交通機関等に係る通勤手当の額の算出の
基準） 

第６条・第７条 略 
 
第８条 条例第15条の３第２項第１号に規定する
運賃等相当額（次項及び第11条の４第４項にお
いて「運賃等相当額」という。）は、次項に該
当する場合を除くほか、次の各号に掲げる普通
交通機関等の区分に応じ、当該各号に定める額
（その額に１円未満の端数があるときは、その
端数を切り捨てた額）とする。 
(１)～(３) 略 

２ 略 
 
（自転車等使用者の支給額） 

第９条 略 
 
（新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等に係る
通勤手当の額の算出の基準） 

第11条 略 
２ 略 
３ 第８条（第１項第３号を除く。）の規定は、
条例第15条の３第３項第１号に規定する特別料
金等相当額（第11条の４第４項において「特別
料金等相当額」という。）の算出について準用
する。この場合において、第８条第１項中「普
通交通機関等の」とあるのは「新幹線鉄道等の
」と、同項第１号及び第２号中「普通交通機関
等」とあるのは「新幹線鉄道等」と、同項第２
号中「運賃等」とあるのは「特別料金等」と、
同条第２項中「普通交通機関等」とあるのは「
新幹線鉄道等」と読み替えるものとする。 

 
（支給日等） 

第11条の４ 通勤手当は、支給単位期間（第４項
に規定する通勤手当に係るものを除く。）又は
同項に定める期間（以下この条、第12条の２第
２項第２号及び第13条において「支給単位期間
等」という。）に係る最初の月の教育職員の給
与に関する規則（昭和32年和歌山県人事委員会
規則第24号）第10条に規定する給料の支給日（
以下この条において「支給日」という。）に支
給する。ただし支給日までに第３条の規定によ
る届出に係る事実が確認できない等のため、支
給日に支給することができないときは、支給日
後に支給することができる。 

 
 
２ 支給単位期間等に係る通勤手当の支給日前に
おいて離職（職員が離職の日又はその翌日（当
該翌日が和歌山県の休日を定める条例（平成元
年和歌山県条例第39号）第１条第１項に規定す
る県の休日（以下この項において「県の休日」
という。）に当たるときは、当該翌日後におい
て当該翌日に最も近い県の休日でない日を含む
。）に新たに給料表の適用を受けることとなる
場合の離職を除く。以下同じ。）をし、又は死
亡した職員には、当該通勤手当をその際支給す
る。 
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和32年和歌山県人事委員会規則第24号）第10
条に規定する給料の支給日（次号及び次項に
おいて「支給日」という。）以後となる場合 

(２) 職員に通勤手当の額を変更すべき事実が生
ずるに至った日がその日の属する月の支給日
以後となる場合（次条第３項第２号又は第３
号イに掲げる場合に該当して支給額を改定す
る場合を除く。） 

３ 条例第15条の３第６項の人事委員会規則で定
める日は、支給日とする。 

 
 
 
 
 
 
４ 条例第15条の３第６項の規定により通勤手当
を支給する日（以下この項、次項及び第７項に
おいて「支給日」という。）までに第３条の規
定による届出に係る事実が確認できない等のた
め、通勤手当を当該通勤手当の支給日に支給す
ることができないときは、当該支給日後に支給
することができるものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
５ 支給単位期間（第１項に規定する通勤手当に
係るものを除く。）又は同項に定める期間（次
項、第12条の２第２項第２号ア及び第13条にお
いて「支給単位期間等」という。）に係る通勤
手当の支給日前において離職（職員が離職の日
又はその翌日（当該翌日が和歌山県の休日を定
める条例（平成元年和歌山県条例第39号）第１
条第１項に規定する県の休日（以下この項にお
いて「県の休日」という。）に当たるときは、
当該翌日後において当該翌日に最も近い県の休
日でない日を含む。）に新たに給料表の適用を
受けることとなる場合の離職を除く。以下同じ
。）をし、又は死亡した職員には、当該通勤手
当をその際支給するものとする。 

６ 職員がその所属する給料の支払義務者を異に
して異動した場合であって、その異動した日が
支給単位期間等に係る最初の月（第２項各号に
掲げる場合に該当する場合にあっては、当該月
又はその翌月）であるときにおける当該支給単
位期間等に係る通勤手当は、次の各号に掲げる
支給単位期間等の区分に応じ、当該各号に定め
る給料の支払義務者において支給するものとす
る。 
(１) 職員に新たに条例第15条の３第１項の職員

たる要件が具備されるに至ったことにより支
給が開始され、又は次条第３項第１号若しく
は第３号アに掲げる場合に該当して支給額が
改定された通勤手当に係る支給単位期間等 
当該開始又は改定に係る事実の生じた日にお
いて職員が所属する給料の支払義務者 

(２) 前号に掲げるもの以外の支給単位期間等 
当該支給単位期間等に係る最初の月の初日に
職員が所属する給料の支払義務者 

７ 前項の規定により職員が異動前に所属してい
た給料の支払義務者が通勤手当を支給する場合
であって、当該異動が当該通勤手当の支給日前
であるときは、当該通勤手当をその際支給する
ものとする。 

 
（支給の始期及び終期等） 

 
 
 
 
 
 
 
 
３ 職員がその所属する給料の支払義務者を異に
して異動した場合にあって、その異動した日が
支給単位期間等に係る最初の月であるときにお
ける当該支給単位期間等に係る通勤手当は、そ
の月の初日に職員が所属する給料の支払義務者
において支給する。この場合において、職員の
異動が当該通勤手当の支給日前であるときは、
その際支給するものとする。 

４ 条例第15条の３第６項の人事委員会規則で定
める通勤手当は、運賃等相当額をその支給単位
期間の月数で除して得た額（普通交通機関等が
２以上ある場合においては、その合計額）、同
条第２項第２号に定める額、特別料金等相当額
をその支給単位期間の月数で除して得た額（新
幹線鉄道等が２以上ある場合においては、その
合計額）及び同条第４項第１号に定める額の合
計額（第12条の２第２項において「１か月当た
りの通勤手当算出基礎額」という。）が15万円
を超えるときにおける通勤手当とし、条例第15
条の３第６項の人事委員会規則で定める期間は
、その者の当該通勤手当に係る支給単位期間の
うち最も長い支給単位期間とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（支給の始期及び終期） 



    和歌山県報  号外 令和 8 年 9 月 29 日（火曜日） 

－ 8 － 

第12条 通勤手当の支給は、職員に新たに条例第
15条の３第１項の職員たる要件が具備されるに
至った場合においてはその日の属する月から開
始し、通勤手当を支給されている職員が離職し
、又は死亡した場合においてはそれぞれその者
が離職し、又は死亡した日、通勤手当を支給さ
れている職員が同項の職員たる要件を欠くに至
った場合においてはその事実の生じた日の属す
る月（これらの日が月の初日であるときは、そ
の日の属する月の前月）をもって終わる。ただ
し、通勤手当の支給の開始については、第３条
の規定による届出が、これに係る事実の生じた
日から15日を経過した後にされたときは、その
届出を受理した日の属する月から行うものとす
る。 
 

 
２ 職員に新たに条例第15条の３第１項の職員た
る要件が具備されるに至った場合のうち、その
日の属する月においてその日前に当該職員が離
職をしていた場合その他の場合で人事委員会が
定める場合におけるその日の属する月（前項た
だし書に規定するときにあっては、第３条の規
定による届出を受理した日の属する月）の支給
額は、人事委員会が定める。 

３ 通勤手当は、これを受けている職員にその額
を変更すべき事実が生ずるに至った場合におい
ては、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当
該各号に定める月から支給額を改定する。 
 
 
 
(１) 通勤手当の額を増額して改定する場合（第

３号に掲げる場合を除く。） 通勤手当を受
けている職員にその額を変更すべき事実の生
じた日の属する月（当該改定に係る第３条の
規定による届出が、当該事実の生じた日から
15日を経過した後にされたときは、その届出
を受理した日の属する月） 

(２) 通勤手当の額を減額して改定する場合又は
改定前の通勤手当の額と改定後の通勤手当の
額が同額である場合（次号に掲げる場合を除
く。） 通勤手当を受けている職員にその額
を変更すべき事実の生じた日の属する月の翌
月（その日が月の初日であるときは、その日
の属する月） 

(３) 月の初日から末日までの期間に職員に通勤
手当の額を変更すべき事実の生じた日が２以
上ある場合 次に掲げる場合の区分に応じ、
それぞれ次に定める月 
ア 通勤手当の額を増額して改定する場合に
相当するものとして人事委員会が定める場
合 人事委員会の定める月 

イ アに掲げる場合以外の場合 これらの事
実の生じた日の属する月の翌月 

４ 前項第３号アに掲げる場合における同号アに
定める月の支給額は、人事委員会が定める。 

 
（返納の事由及び額等） 

第12条の２ 条例第15条の３第７項の人事委員会
規則で定める事由は、通勤手当（１箇月の支給
単位期間に係る通勤手当にあっては、返納させ
るものとして取り扱うことが適当でない場合と
して人事委員会が定める場合に係るものを除く
。）を支給される職員について生じた次の各号
のいずれかに掲げる事由とする。 
(１)～(４) 略 

２ 条例第15条の３第７項の人事委員会規則で定
める額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ
、当該各号に定める額とする。 

第12条 通勤手当の支給は、職員に新たに条例第
15条の３第１項の職員たる要件が具備されるに
至った場合においてはその日の属する月の翌月
（その日が月の初日であるときは、その日の属
する月）から開始し、通勤手当を支給されてい
る職員が離職し、又は死亡した場合においては
それぞれその者が離職し、又は死亡した日、通
勤手当を支給されている職員が同項の職員たる
要件を欠くに至った場合においてはその事実の
生じた日の属する月（これらの日が月の初日で
あるときは、その日の属する月の前月）をもっ
て終わる。ただし、通勤手当の支給の開始につ
いては、第３条の規定による届出が、これに係
る事実の生じた日から15日を経過した後にされ
たときは、その届出を受理した日の属する月の
翌月（その日が月の初日であるときは、その日
の属する月）から行うものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
２ 通勤手当は、これを受けている職員にその額
を変更すべき事実が生ずるに至った場合におい
ては、その事実の生じた日の属する月の翌月（
その日が月の初日であるときは、その日の属す
る月）から支給額を改定する。前項ただし書の
規定は、通勤手当の額を増額して改定する場合
における支給額の改定について準用する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（返納の事由及び額等） 

第12条の２ 条例第15条の３第７項の人事委員会
規則で定める事由は、通勤手当（１箇月の支給
単位期間に係るものを除く。）を支給される職
員について生じた次の各号のいずれかに掲げる
事由とする。 
 
 
(１)～(４) 略 

２ 条例第15条の３第７項の人事委員会規則で定
める額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ
、当該各号に定める額とする。 
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(１) １か月当たりの通勤手当算出基礎額が15万 
円以下であった場合 次に掲げる場合の区分 
に応じ、それぞれ次に定める額 
ア イに掲げる場合以外の場合 次に掲げる
場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(ア) (イ)に掲げる場合以外の場合 前項第２
号に掲げる事由が生じた場合にあっては
当該事由に係る普通交通機関等又は新幹
線鉄道等（同号の改定後に１か月当たり
の通勤手当算出基礎額が15万円を超える
こととなるときは、その者の利用する全
ての普通交通機関等及び新幹線鉄道等）
、同項第１号、第３号又は第４号に掲げ
る事由が生じた場合にあってはその者の
利用する全ての普通交通機関等及び新幹
線鉄道等につき、使用されるべき通用期
間の定期券の運賃等及び特別料金等の払
戻しを、人事委員会の定める月（以下こ
の条において「事由発生月」という。）
の末日にしたものとして得られる額（次
号アにおいて「払戻金相当額」という。
） 

(イ) 前項第２号に掲げる事由が生じ、前条
第３項第１号又は第３号アに掲げる場合
に該当した場合であって、当該事由が生
じた日の属する月が前項第２号の改定前
の通勤手当の額に係る支給単位期間に係
る最初の月であるとき 既に支給された
通勤手当のうち、同号の改定前の当該事
由に係る普通交通機関等、新幹線鉄道等
、自転車等又は駐車場等（同号の改定後
に１か月当たりの通勤手当算出基礎額が
15万円を超えることとなるときは、その
者の利用する全ての普通交通機関等、新
幹線鉄道等、自転車等及び駐車場等）に
係る通勤手当の額 

イ 略 
(２) 略 

３ 条例第15条の３第７項の規定により職員に前
項に定める額を返納させる場合において、返納
に係る通勤手当の給料の支払義務者と事由発生
月（前項第１号ア(イ)に掲げる場合に該当する場
合にあっては、人事委員会の定める月）の翌月
以降に支給される給与の給料の支払義務者が同
一であるときは、人事委員会の定めるところに
より当該給与から当該額を差し引くことができ
る。 

 
（支給単位期間） 

第12条の３ 略 
 
第12条の４ 支給単位期間は、第12条第１項の規
定により通勤手当の支給が開始される月又は同
条第３項の規定により通勤手当の額が改定され
る月から開始する。 

２ 月の中途において派遣等となった場合又は出

(１) １か月当たりの通勤手当算出基礎額が15万
円以下であった場合 次に掲げる場合の区分
に応じ、それぞれ次に定める額 
ア イに掲げる場合以外の場合 前項第２号
に掲げる事由が生じた場合にあっては当該
事由に係る普通交通機関等又は新幹線鉄道
等（同号の改定後に１か月当たりの通勤手
当算出基礎額が15万円を超えることとなる
ときは、その者の利用する全ての普通交通
機関等及び新幹線鉄道等）、同項第１号、
第３号又は第４号に掲げる事由が生じた場
合にあってはその者の利用する全ての普通
交通機関等及び新幹線鉄道等につき、使用
されるべき通用期間の定期券の運賃等及び
特別料金等の払戻しを、人事委員会の定め
る月（以下この条において「事由発生月」
という。）の末日にしたものとして得られ
る額（次号において「払戻金相当額」とい
う。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

イ 略 
(２) 略 

３ 条例第15条の３第７項の規定により職員に前
項に定める額を返納させる場合において、返納
に係る通勤手当の給料の支払義務者と事由発生
月の翌月以降に支給される給与の給料の支払義
務者が同一であるときは、人事委員会の定める
ところにより当該給与から当該額を差し引くこ
とができる。 

 
 
 
（支給単位期間） 

第12条の３ 略 
 
第12条の４ 支給単位期間は、第12条第１項の規
定により通勤手当の支給が開始される月又は同
条第２項の規定により通勤手当の額が改定され
る月から開始する。 

２ 月の中途において派遣等となった場合（次項
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張、休暇、欠勤その他の事由により月の初日か
ら末日までの期間の全日数にわたって通勤しな
いこととなった場合には、支給単位期間は、そ
の後復職し、若しくは職務に復帰した日の属す
る月又は再び通勤することとなった日の属する
月から開始する。 

に規定する場合に該当しているときを除く。）
には、支給単位期間は、その後復職し、又は職
務に復帰した日の属する月の翌月（その日が月
の初日である場合にあっては、その日の属する
月）から開始する。 

 
３ 出張、休暇、欠勤その他の事由により、月の
初日から末日までの期間の全日数にわたって通
勤しないこととなった場合（前項に規定すると
きから復職等をしないで引き続き当該期間の全
日数にわたって通勤しないこととなった場合を
除く。）には、支給単位期間は、その後再び通
勤することとなった日の属する月から開始する
。 

  

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和8年10月1日から施行する。 

（支給単位期間等の開始に関する経過措置） 

2 令和8年9月2日から同月30日までの間（以下この項において「特定期間」という。）に職員に新たに教

育職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第52号）第15条の3第1項の職員たる要件が具備され

るに至った場合若しくは通勤手当を受けている職員にその額を変更すべき事実が生ずるに至った場合又

は職員がこの規則による改正前の教育職員の通勤手当に関する規則第12条の4第2項に規定する場合（同

条第3項に規定する場合に該当しているときを除く。）に該当し、特定期間に復職し、若しくは職務に復

帰した場合の通勤手当に係るこの規則による改正後の教育職員の通勤手当に関する規則第11条の4第5項

に規定する支給単位期間等は、同年10月から開始するものとする。 

 

和歌山県人事委員会規則第24号 

警察官の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和8年9月29日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正 

警察官の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則 

警察官の通勤手当に関する規則（昭和33年和歌山県人事委員会規則第22号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（普通交通機関等に係る通勤手当の額の算出の
基準） 

第６条・第７条 略 
 
第８条 条例第13条第２項第１号に規定する運賃
等相当額（次項及び第11条の４第１項において
「運賃等相当額」という。）は、次項に該当す
る場合を除くほか、次の各号に掲げる普通交通
機関等の区分に応じ、当該各号に定める額（そ
の額に１円未満の端数があるときは、その端数
を切り捨てた額）とする。 
(１)～(３) 略 

２ 略 
 
（自転車等使用者に係る通勤手当の額） 

第９条 略 
 
（新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等に係る
通勤手当の額の算出の基準） 

第11条 略 
２ 略 

（普通交通機関等に係る通勤手当の額の算出の
基準） 

第６条・第７条 略 
 
第８条 条例第13条第２項第１号に規定する運賃
等相当額（次項及び第11条の４第４項において
「運賃等相当額」という。）は、次項に該当す
る場合を除くほか、次の各号に掲げる普通交通
機関等の区分に応じ、当該各号に定める額（そ
の額に１円未満の端数があるときは、その端数
を切り捨てた額）とする。 
(１)～(３) 略 

２ 略 
 
（自転車等使用者の支給額） 

第９条 略 
 
（新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等に係る
通勤手当の額の算出の基準） 

第11条 略 
２ 略 
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３ 第８条（第１項第３号を除く。）の規定は、
条例第13条第３項第１号に規定する特別料金等
相当額（第11条の４第１項において「特別料金
等相当額」という。）の算出について準用する
。この場合において、第８条第１項中「普通交
通機関等の」とあるのは「新幹線鉄道等の」と
、同項第１号及び第２号中「普通交通機関等」
とあるのは「新幹線鉄道等」と、同項第２号中
「運賃等」とあるのは「特別料金等」と、同条
第２項中「普通交通機関等」とあるのは「新幹
線鉄道等」と読み替えるものとする。 

 
（支給日等） 

第11条の４ 条例第13条第６項の人事委員会規則
で定める通勤手当は、運賃等相当額をその支給
単位期間の月数で除して得た額（普通交通機関
等が２以上ある場合においては、その合計額）
、同条第２項第２号に定める額、特別料金等相
当額をその支給単位期間の月数で除して得た額
（新幹線鉄道等が２以上ある場合においては、
その合計額）及び同条第４項第１号に定める額
の合計額（第12条の２第２項において「１か月
当たりの通勤手当算出基礎額」という。）が15
万円を超えるときにおける通勤手当とし、条例
第13条第６項の人事委員会規則で定める期間は
、その者の当該通勤手当に係る支給単位期間の
うち最も長い支給単位期間とする。 

２ 条例第13条第６項の人事委員会規則で定める
場合は、次の各号のいずれかに該当する場合と
する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

(１) 警察官に新たに条例第13条第１項の警察官
たる要件が具備されるに至った日がその日の
属する月の警察職員の給与に関する規則（昭
和29年和歌山県人事委員会規則第８号）第６
条に規定する給料の支給日（次号及び次項に
おいて「支給日」という。）以後となる場合 

(２) 警察官に通勤手当の額を変更すべき事実が
生ずるに至った日がその日の属する月の支給
日以後となる場合（次条第３項第２号又は第
３号イに掲げる場合に該当して支給額を改定
する場合を除く。） 

３ 条例第13条第６項の人事委員会規則で定める
日は、支給日とする。 

 
 
 
 
 
 
４ 条例第13条第６項の規定により通勤手当を支
給する日（以下この項、次項及び第７項におい
て「支給日」という。）までに第３条の規定に
よる届出に係る事実が確認できない等のため、
通勤手当を当該通勤手当の支給日に支給するこ
とができないときは、当該支給日後に支給する
ことができるものとする。 

 
 
 
 
 
 

３ 第８条（第１項第３号を除く。）の規定は、
条例第13条第３項第１号に規定する特別料金等
相当額（第11条の４第４項において「特別料金
等相当額」という。）の算出について準用する
。この場合において、第８条第１項中「普通交
通機関等の」とあるのは「新幹線鉄道等の」と
、同項第１号及び第２号中「普通交通機関等」
とあるのは「新幹線鉄道等」と、同項第２号中
「運賃等」とあるのは「特別料金等」と、同条
第２項中「普通交通機関等」とあるのは「新幹
線鉄道等」と読み替えるものとする。 

 
（支給日等） 

第11条の４ 通勤手当は、支給単位期間（第４項
に規定する通勤手当に係るものを除く。）又は
同項に定める期間（以下この条、第12条の２第
２項第２号及び第13条において「支給単位期間
等」という。）に係る最初の月の警察職員の給
与に関する規則（昭和29年和歌山県人事委員会
規則第８号）第６条に規定する給料の支給日（
以下この条において「支給日」という。）に支
給する。ただし支給日までに第３条の規定によ
る届出に係る事実が確認できない等のため、支
給日に支給することができないときは、支給日
後に支給することができる。 

 
 
２ 支給単位期間等に係る通勤手当の支給日前に
おいて離職（警察官が離職の日又はその翌日（
当該翌日が和歌山県の休日を定める条例（平成
元年和歌山県条例第39号）第１条第１項に規定
する県の休日（以下この項において「県の休日
」という。）に当たるときは、当該翌日後にお
いて当該翌日に最も近い県の休日でない日を含
む。）に新たに給料表の適用を受けることとな
る場合の離職を除く。以下同じ。）をし、又は
死亡した警察官には、当該通勤手当をその際支
給する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 警察官がその所属する給料の支払義務者を異
にして異動した場合にあって、その異動した日
が支給単位期間等に係る最初の月であるときに
おける当該支給単位期間等に係る通勤手当は、
その月の初日に警察官が所属する給料の支払義
務者において支給する。この場合において、警
察官の異動が当該通勤手当の支給日前であると
きは、その際支給するものとする。 

４ 条例第13条第６項の人事委員会規則で定める
通勤手当は、運賃等相当額をその支給単位期間
の月数で除して得た額（普通交通機関等が２以
上ある場合においては、その合計額）、同条第
２項第２号に定める額、特別料金等相当額をそ
の支給単位期間の月数で除して得た額（新幹線
鉄道等が２以上ある場合においては、その合計
額）及び同条第４項第１号に定める額の合計額
（第12条の２第２項において「１か月当たりの
通勤手当算出基礎額」という。）が15万円を超
えるときにおける通勤手当とし、条例第13条第
６項の人事委員会規則で定める期間は、その者
の当該通勤手当に係る支給単位期間のうち最も
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５ 支給単位期間（第１項に規定する通勤手当に
係るものを除く。）又は同項に定める期間（次
項、第12条の２第２項第２号ア及び第13条にお
いて「支給単位期間等」という。）に係る通勤
手当の支給日前において離職（警察官が離職の
日又はその翌日（当該翌日が和歌山県の休日を
定める条例（平成元年和歌山県条例第39号）第
１条第１項に規定する県の休日（以下この項に
おいて「県の休日」という。）に当たるときは
、当該翌日後において当該翌日に最も近い県の
休日でない日を含む。）に新たに給料表の適用
を受けることとなる場合の離職を除く。以下同
じ。）をし、又は死亡した警察官には、当該通
勤手当をその際支給するものとする。 

６ 警察官がその所属する給料の支払義務者を異
にして異動した場合であって、その異動した日
が支給単位期間等に係る最初の月（第２項各号
に掲げる場合に該当する場合にあっては、当該
月又はその翌月）であるときにおける当該支給
単位期間等に係る通勤手当は、次の各号に掲げ
る支給単位期間等の区分に応じ、当該各号に定
める給料の支払義務者において支給するものと
する。 
(１) 警察官に新たに条例第13条第１項の警察官

たる要件が具備されるに至ったことにより支
給が開始され、又は次条第３項第１号若しく
は第３号アに掲げる場合に該当して支給額が
改定された通勤手当に係る支給単位期間等 
当該開始又は改定に係る事実の生じた日にお
いて警察官が所属する給料の支払義務者 

(２) 前号に掲げるもの以外の支給単位期間等 
当該支給単位期間等に係る最初の月の初日に
警察官が所属する給料の支払義務者 

７ 前項の規定により警察官が異動前に所属して
いた給料の支払義務者が通勤手当を支給する場
合であって、当該異動が当該通勤手当の支給日
前であるときは、当該通勤手当をその際支給す
るものとする。 

 
（支給の始期及び終期等） 

第12条 通勤手当の支給は、警察官に新たに条例
第13条第１項の警察官たる要件が具備されるに
至った場合においてはその日の属する月から開
始し、通勤手当を支給されている警察官が離職
し、又は死亡した場合においてはそれぞれその
者が離職し、又は死亡した日、通勤手当を支給
されている警察官が同項の警察官たる要件を欠
くに至った場合においてはその事実の生じた日
の属する月（これらの日が月の初日であるとき
は、その日の属する月の前月）をもって終わる
。ただし、通勤手当の支給の開始については、
第３条の規定による届出が、これに係る事実の
生じた日から15日を経過した後にされたときは
、その届出を受理した日の属する月から行うも
のとする。 
 

 
２ 警察官に新たに条例第13条第１項の警察官た
る要件が具備されるに至った場合のうち、その
日の属する月においてその日前に当該警察官が
離職をしていた場合その他の場合で人事委員会
が定める場合におけるその日の属する月（前項
ただし書に規定するときにあっては、第３条の
規定による届出を受理した日の属する月）の支
給額は、人事委員会が定める。 

３ 通勤手当は、これを受けている警察官にその
額を変更すべき事実が生ずるに至った場合にお
いては、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、
当該各号に定める月から支給額を改定する。 

長い支給単位期間とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（支給の始期及び終期） 
第12条 通勤手当の支給は、警察官に新たに条例
第13条第１項の警察官たる要件が具備されるに
至った場合においてはその日の属する月の翌月
（その日が月の初日であるときは、その日の属
する月）から開始し、通勤手当を支給されてい
る警察官が離職し、又は死亡した場合において
はそれぞれその者が離職し、又は死亡した日、
通勤手当を支給されている警察官が同項の警察
官たる要件を欠くに至った場合においてはその
事実の生じた日の属する月（これらの日が月の
初日であるときは、その日の属する月の前月）
をもって終わる。ただし、通勤手当の支給の開
始については、第３条の規定による届出が、こ
れに係る事実の生じた日から15日を経過した後
にされたときは、その届出を受理した日の属す
る月の翌月（その日が月の初日であるときは、
その日の属する月）から行うものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
２ 通勤手当は、これを受けている警察官にその
額を変更すべき事実が生ずるに至った場合にお
いては、その事実の生じた日の属する月の翌月
（その日が月の初日であるときは、その日の属
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(１) 通勤手当の額を増額して改定する場合（第

３号に掲げる場合を除く。） 通勤手当を受
けている警察官にその額を変更すべき事実の
生じた日の属する月（当該改定に係る第３条
の規定による届出が、当該事実の生じた日か
ら15日を経過した後にされたときは、その届
出を受理した日の属する月） 

(２) 通勤手当の額を減額して改定する場合又は
改定前の通勤手当の額と改定後の通勤手当の
額が同額である場合（次号に掲げる場合を除
く。） 通勤手当を受けている警察官にその
額を変更すべき事実の生じた日の属する月の
翌月（その日が月の初日であるときは、その
日の属する月） 

(３) 月の初日から末日までの期間に警察官に通
勤手当の額を変更すべき事実の生じた日が２
以上ある場合 次に掲げる場合の区分に応じ
、それぞれ次に定める月 
ア 通勤手当の額を増額して改定する場合に
相当するものとして人事委員会が定める場
合 人事委員会の定める月 

イ アに掲げる場合以外の場合 これらの事
実の生じた日の属する月の翌月 

４ 前項第３号アに掲げる場合における同号アに
定める月の支給額は、人事委員会が定める。 

 
（返納の事由及び額等） 

第12条の２ 条例第13条第７項の人事委員会規則
で定める事由は、通勤手当（１箇月の支給単位
期間に係る通勤手当にあっては、返納させるも
のとして取り扱うことが適当でない場合として
人事委員会が定める場合に係るものを除く。）
を支給される警察官について生じた次の各号の
いずれかに掲げる事由とする。 
(１)～(４) 略 

２ 条例第13条第７項の人事委員会規則で定める
額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当
該各号に定める額とする。 
(１) １か月当たりの通勤手当算出基礎額が15万 

円以下であった場合 次に掲げる場合の区分 
に応じ、それぞれ次に定める額 
ア イに掲げる場合以外の場合 次に掲げる
場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(ア) (イ)に掲げる場合以外の場合 前項第２
号に掲げる事由が生じた場合にあっては
当該事由に係る普通交通機関等又は新幹
線鉄道等（同号の改定後に１か月当たり
の通勤手当算出基礎額が15万円を超える
こととなるときは、その者の利用する全
ての普通交通機関等及び新幹線鉄道等）
、同項第１号、第３号又は第４号に掲げ
る事由が生じた場合にあってはその者の
利用する全ての普通交通機関等及び新幹

する月）から支給額を改定する。前項ただし書
の規定は、通勤手当の額を増額して改定する場
合における支給額の改定について準用する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（返納の事由及び額等） 

第12条の２ 条例第13条第７項の人事委員会規則
で定める事由は、通勤手当（１箇月の支給単位
期間に係るものを除く。）を支給される警察官
について生じた次の各号のいずれかに掲げる事
由とする。 
 
 
(１)～(４) 略 

２ 条例第13条第７項の人事委員会規則で定める
額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当
該各号に定める額とする。 
(１) １か月当たりの通勤手当算出基礎額が15万

円以下であった場合 次に掲げる場合の区分
に応じ、それぞれ次に定める額 
ア イに掲げる場合以外の場合 前項第２号
に掲げる事由が生じた場合にあっては当該
事由に係る普通交通機関等又は新幹線鉄道
等（同号の改定後に１か月当たりの通勤手
当算出基礎額が15万円を超えることとなる
ときは、その者の利用する全ての普通交通
機関等及び新幹線鉄道等）、同項第１号、
第３号又は第４号に掲げる事由が生じた場
合にあってはその者の利用する全ての普通
交通機関等及び新幹線鉄道等につき、使用
されるべき通用期間の定期券の運賃等及び
特別料金等の払戻しを、人事委員会の定め
る月（以下この条において「事由発生月」
という。）の末日にしたものとして得られ
る額（次号において「払戻金相当額」とい
う。） 
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線鉄道等につき、使用されるべき通用期
間の定期券の運賃等及び特別料金等の払
戻しを、人事委員会の定める月（以下こ
の条において「事由発生月」という。）
の末日にしたものとして得られる額（次
号アにおいて「払戻金相当額」という。
） 

(イ) 前項第２号に掲げる事由が生じ、前条
第３項第１号又は第３号アに掲げる場合
に該当した場合であって、当該事由が生
じた日の属する月が前項第２号の改定前
の通勤手当の額に係る支給単位期間に係
る最初の月であるとき 既に支給された
通勤手当のうち、同号の改定前の当該事
由に係る普通交通機関等、新幹線鉄道等
、自転車等又は駐車場等（同号の改定後
に１か月当たりの通勤手当算出基礎額が
15万円を超えることとなるときは、その
者の利用する全ての普通交通機関等、新
幹線鉄道等、自転車等及び駐車場等）に
係る通勤手当の額 

イ 略 
(２) 略 

３ 条例第13条第７項の規定により警察官に前項
に定める額を返納させる場合において、返納に
係る通勤手当の給料の支払義務者と事由発生月
（前項第１号ア(イ)に掲げる場合に該当する場合
にあっては、人事委員会の定める月）の翌月以
降に支給される給与の給料の支払義務者が同一
であるときは、人事委員会の定めるところによ
り当該給与から当該額を差し引くことができる
。 

 
（支給単位期間） 

第12条の３ 略 
 
第12条の４ 支給単位期間は、第12条第１項の規
定により通勤手当の支給が開始される月又は同
条第３項の規定により通勤手当の額が改定され
る月から開始する。 

２ 月の中途において派遣等となった場合又は出
張、休暇、欠勤その他の事由により月の初日か
ら末日までの期間の全日数にわたって通勤しな
いこととなった場合には、支給単位期間は、そ
の後復職し、若しくは職務に復帰した日の属す
る月又は再び通勤することとなった日の属する
月から開始する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

イ 略 
(２) 略 

３ 条例第13条第７項の規定により警察官に前項
に定める額を返納させる場合において、返納に
係る通勤手当の給料の支払義務者と事由発生月
の翌月以降に支給される給与の給料の支払義務
者が同一であるときは、人事委員会の定めると
ころにより当該給与から当該額を差し引くこと
ができる。 

 
 
 
（支給単位期間） 

第12条の３ 略 
 
第12条の４ 支給単位期間は、第12条第１項の規
定により通勤手当の支給が開始される月又は同
条第２項の規定により通勤手当の額が改定され
る月から開始する。 

２ 月の中途において派遣等となった場合（次項
に規定する場合に該当しているときを除く。）
には、支給単位期間は、その後復職し、又は職
務に復帰した日の属する月の翌月（その日が月
の初日である場合にあっては、その日の属する
月）から開始する。 

 
３ 出張、休暇、欠勤その他の事由により、月の
初日から末日までの期間の全日数にわたって通
勤しないこととなった場合（前項に規定すると
きから復職等をしないで引き続き当該期間の全
日数にわたって通勤しないこととなった場合を
除く。）には、支給単位期間は、その後再び通
勤することとなった日の属する月から開始する
。 

  

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和8年10月1日から施行する。 

（支給単位期間等の開始に関する経過措置） 

2 令和8年9月2日から同月30日までの間（以下この項において「特定期間」という。）に警察官に新たに

警察職員の給与に関する条例（昭和29年和歌山県条例第21号）第13条第1項の警察官たる要件が具備され

るに至った場合若しくは通勤手当を受けている警察官にその額を変更すべき事実が生ずるに至った場合

又は警察官がこの規則による改正前の警察官の通勤手当に関する規則第12条の4第2項に規定する場合

（同条第3項に規定する場合に該当しているときを除く。）に該当し、特定期間に復職し、若しくは職務
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に復帰した場合の通勤手当に係るこの規則による改正後の警察官の通勤手当に関する規則第11条の4第5

項に規定する支給単位期間等は、同年10月から開始するものとする。 
 

    教育委員会規則 

和歌山県教育委員会規則第18号 

市町村立学校職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和8年9月29日 

和歌山県教育委員会教育長 今 西 宏 行 

市町村立学校職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則 

市町村立学校職員の通勤手当に関する規則（昭和33年和歌山県教育委員会規則第24号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（普通交通機関等に係る通勤手当の額の算出の
基準） 

第６条・第７条 略 
 
第８条 条例第17条の３第２項第１号に規定する
運賃等相当額（次項及び第11条の４第１項にお
いて「運賃等相当額」という。）は、次項に該
当する場合を除くほか、次の各号に掲げる普通
交通機関等の区分に応じ、当該各号に定める額
（その額に１円未満の端数があるときは、その
端数を切り捨てた額）とする。 
(１)～(３)  略 

２ 略 
 
（自転車等使用者に係る通勤手当の額） 

第９条 略 
 
（新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等に係る
通勤手当の額の算出の基準） 

第11条 略 
２ 略 
３ 第８条（第１項第３号を除く。）の規定は、
条例第17条の３第３項第１号に規定する特別料
金等相当額（第11条の４第１項において「特別
料金等相当額」という。）の算出について準用
する。この場合において、第８条第１項中「普
通交通機関等の」とあるのは「新幹線鉄道等の
」と、同項第１号及び第２号中「普通交通機関
等」とあるのは「新幹線鉄道等」と、同項第２
号中「運賃等」とあるのは「特別料金等」と、
同条第２項中「普通交通機関等」とあるのは「
新幹線鉄道等」と読み替えるものとする。 

 
 （支給日等） 
第11条の４ 条例第17条の３第６項の教育委員会
規則で定める通勤手当は、運賃等相当額をその
支給単位期間の月数で除して得た額（普通交通
機関等が２以上ある場合においては、その合計
額）、同条第２項第２号に定める額、特別料金
等相当額をその支給単位期間の月数で除して得
た額（新幹線鉄道等が２以上ある場合において
は、その合計額）及び同条第４項第１号に定め
る額の合計額（第12条の２第２項において「１
か月当たりの通勤手当算出基礎額」という。）
が15万円を超えるときにおける通勤手当とし、
条例第17条の３第６項の教育委員会規則で定め
る期間は、その者の当該通勤手当に係る支給単

（普通交通機関等に係る通勤手当の額の算出の
基準） 

第６条・第７条 略 
 
第８条 条例第17条の３第２項第１号に規定する
運賃等相当額（次項及び第11条の４第４項にお
いて「運賃等相当額」という。）は、次項に該
当する場合を除くほか、次の各号に掲げる普通
交通機関等の区分に応じ、当該各号に定める額
（その額に１円未満の端数があるときは、その
端数を切り捨てた額）とする。 
(１)～(３)  略 

２ 略 
 
（自転車等使用者の支給額） 

第９条 略 
 
（新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等に係る
通勤手当の額の算出の基準） 

第11条 略 
２ 略 
３ 第８条（第１項第３号を除く。）の規定は、
条例第17条の３第３項第１号に規定する特別料
金等相当額（第11条の４第４項において「特別
料金等相当額」という。）の算出について準用
する。この場合において、第８条第１項中「普
通交通機関等の」とあるのは「新幹線鉄道等の
」と、同項第１号及び第２号中「普通交通機関
等」とあるのは「新幹線鉄道等」と、同項第２
号中「運賃等」とあるのは「特別料金等」と、
同条第２項中「普通交通機関等」とあるのは「
新幹線鉄道等」と読み替えるものとする。 

 
（支給日等） 

第11条の４ 通勤手当は、支給単位期間（第４項
に規定する通勤手当に係るものを除く。）又は
同項に定める期間（以下この条、第12条の２第
２項第２号及び第13条において「支給単位期間
等」という。）に係る最初の月の市町村立学校 
職員の給与に関する規則（昭和29年和歌山県教
育委員会規則第５号）第６条に規定する給料の
支給日（以下この条において「支給日」という
。）に支給する。ただし支給日までに第３条の
規定による届出に係る事実が確認できない等の
ため、支給日に支給することができないときは
、支給日後に支給することができる。 
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位期間のうち最も長い支給単位期間とする。 
２ 条例第17条の３第６項の教育委員会規則で定
める場合は、次の各号のいずれかに該当する場
合とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 (１) 職員に新たに条例第17条の３第１項の職員

たる要件が具備されるに至った日がその日の
属する月の市町村立学校職員の給与に関する
規則（昭和29年和歌山県教育委員会規則第５
号）第６条に規定する給料の支給日（次号及
び次項において「支給日」という。）以後と
なる場合 

 (２) 職員に通勤手当の額を変更すべき事実が生
ずるに至った日がその日の属する月の支給日
以後となる場合（次条第３項第２号又は第３
号イに掲げる場合に該当して支給額を改定す
る場合を除く。） 

３ 条例第17条の３第６項の教育委員会規則で定
める日は、支給日とする。 

 
 
 
 
 
 
４ 条例第17条の３第６項の規定により通勤手当
を支給する日（以下この項、次項及び第７項に
おいて「支給日」という。）までに第３条の規
定による届出に係る事実が確認できない等のた
め、通勤手当を当該通勤手当の支給日に支給す
ることができないときは、当該支給日後に支給
することができるものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
５ 支給単位期間（第１項に規定する通勤手当に
係るものを除く。）又は同項に定める期間（次
項、第12条の２第２項第２号ア及び第13条にお
いて「支給単位期間等」という。）に係る通勤
手当の支給日前において離職（職員が離職の日
又はその翌日（当該翌日が和歌山県の休日を定
める条例（平成元年和歌山県条例第39号）第１
条第１項に規定する県の休日（以下この項にお
いて「県の休日」という。）に当たるときは、
当該翌日後において当該翌日に最も近い県の休
日でない日を含む。）に新たに給料表の適用を
受けることとなる場合の離職を除く。以下同じ
。）をし、又は死亡した職員には、当該通勤手
当をその際支給するものとする。 

６ 職員がその所属する給料の支払義務者を異に
して異動した場合であって、その異動した日が
支給単位期間等に係る最初の月（第２項各号に
掲げる場合に該当する場合にあっては、当該月
又はその翌月）であるときにおける当該支給単
位期間等に係る通勤手当は、次の各号に掲げる
支給単位期間等の区分に応じ、当該各号に定め
る給料の支払義務者において支給するものとす
る。 

 (１) 職員に新たに条例第17条の３第１項の職員

 
２ 支給単位期間等に係る通勤手当の支給日前に
おいて離職（職員が離職の日又はその翌日（当
該翌日が和歌山県の休日を定める条例（平成元
年和歌山県条例第39号）第１条第１項に規定す
る県の休日（以下この項において「県の休日」
という。）に当たるときは、当該翌日後におい
て当該翌日に最も近い県の休日でない日を含む
。）に新たに給料表の適用を受けることとなる
場合の離職を除く。以下同じ。）をし、又は死
亡した職員には、当該通勤手当をその際支給す
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 職員がその所属する給料の支払義務者を異に
して異動した場合にあって、その異動した日が
支給単位期間等に係る最初の月であるときにお
ける当該支給単位期間等に係る通勤手当は、そ
の月の初日に職員が所属する給料の支払義務者
において支給する。この場合において、職員の
異動が当該通勤手当の支給日前であるときは、
その際支給するものとする。 

４ 条例第17条の３第６項の教育委員会規則で定
める通勤手当は、運賃等相当額をその支給単位
期間の月数で除して得た額（普通交通機関等が
２以上ある場合においては、その合計額）、同
条第２項第２号に定める額、特別料金等相当額
をその支給単位期間の月数で除して得た額（新
幹線鉄道等が２以上ある場合においては、その
合計額）及び同条第４項第１号に定める額の合
計額（第12条の２第２項において「１か月当た
りの通勤手当算出基礎額」という。）が15万円
を超えるときにおける通勤手当とし、条例第17
条の３第６項の教育委員会規則で定める期間は
、その者の当該通勤手当に係る支給単位期間の
うち最も長い支給単位期間とする。 
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たる要件が具備されるに至ったことにより支
給が開始され、又は次条第３項第１号若しく
は第３号アに掲げる場合に該当して支給額が
改定された通勤手当に係る支給単位期間等 
当該開始又は改定に係る事実の生じた日にお
いて職員が所属する給料の支払義務者 

 (２) 前号に掲げるもの以外の支給単位期間等  
 当該支給単位期間等に係る最初の月の初日に

職員が所属する給料の支払義務者 
７ 前項の規定により職員が異動前に所属してい 

た給料の支払義務者が通勤手当を支給する場合
であって、当該異動が当該通勤手当の支給日前
であるときは、当該通勤手当をその際支給する
ものとする。 

 
（支給の始期及び終期等） 

第12条 通勤手当の支給は、職員に新たに条例第
17条の３第１項の職員たる要件が具備されるに
至った場合においてはその日の属する月から開
始し、通勤手当を支給されている職員が離職し
、又は死亡した場合においてはそれぞれその者
が離職し、又は死亡した日、通勤手当を支給さ
れている職員が同項の職員たる要件を欠くに至
った場合においてはその事実の生じた日の属す
る月（これらの日が月の初日であるときは、そ
の日の属する月の前月）をもって終わる。ただ
し、通勤手当の支給の開始については、第３条
の規定による届出が、これに係る事実の生じた
日から15日を経過した後にされたときは、その
届出を受理した日の属する月から行うものとす
る。 

 
 
２ 職員に新たに条例第17条の３第１項の職員た
る要件が具備されるに至った場合のうち、その
日の属する月においてその日前に当該職員が離
職をしていた場合その他の場合で教育委員会が
定める場合におけるその日の属する月（前項た
だし書に規定するときにあっては、第３条の規
定による届出を受理した日の属する月）の支給
額は、教育委員会が定める。 

３ 通勤手当は、これを受けている職員にその額
を変更すべき事実が生ずるに至った場合におい
ては、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当
該各号に定める月から支給額を改定する。 
 
 
 
(１) 通勤手当の額を増額して改定する場合（第

３号に掲げる場合を除く。） 通勤手当を受
けている職員にその額を変更すべき事実の生
じた日の属する月（当該改定に係る第３条の
規定による届出が、当該事実の生じた日から
15日を経過した後にされたときは、その届出
を受理した日の属する月） 

(２) 通勤手当の額を減額して改定する場合又は 
改定前の通勤手当の額と改定後の通勤手当の
額が同額である場合（次号に掲げる場合を除
く。） 通勤手当を受けている職員にその額
を変更すべき事実の生じた日の属する月の翌
月（その日が月の初日であるときは、その日
の属する月） 

(３) 月の初日から末日までの期間に職員に通勤 
手当の額を変更すべき事実の生じた日が２以 
上ある場合 次に掲げる場合の区分に応じ、
それぞれ次に定める月 

 ア 通勤手当の額を増額して改定する場合に 
相当するものとして教育委員会が定める場 
合 教育委員会の定める月 

  イ アに掲げる場合以外の場合 これらの事 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（支給の始期及び終期） 

第12条 通勤手当の支給は、職員に新たに条例第
17条の３第１項の職員たる要件が具備されるに
至った場合においてはその日の属する月の翌月
（その日が月の初日であるときは、その日の属
する月）から開始し、通勤手当を支給されてい
る職員が離職し、又は死亡した場合においては
それぞれその者が離職し、又は死亡した日、通
勤手当を支給されている職員が同項の職員たる
要件を欠くに至った場合においてはその事実の
生じた日の属する月（これらの日が月の初日で
あるときは、その日の属する月の前月）をもっ
て終わる。ただし、通勤手当の支給の開始につ
いては、第３条の規定による届出が、これに係
る事実の生じた日から15日を経過した後にされ
たときは、その届出を受理した日の属する月の
翌月（その日が月の初日であるときは、その日
の属する月）から行うものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
２ 通勤手当は、これを受けている職員にその額

を変更すべき事実が生ずるに至った場合におい
ては、その事実の生じた日の属する月の翌月（
その日が月の初日であるときは、その日の属す
る月）から支給額を改定する。前項ただし書の
規定は、通勤手当の額を増額して改定する場合
における支給額の改定について準用する。 
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実の生じた日の属する月の翌月 
４ 前項第３号アに掲げる場合における同号アに
定める月の支給額は、教育委員会が定める。 

 
（返納の事由及び額等） 

第12条の２ 条例第17条の３第７項の教育委員会
規則で定める事由は、通勤手当（１箇月の支給
単位期間に係る通勤手当にあっては、返納させ
るものとして取り扱うことが適当でない場合と
して教育委員会が定める場合に係るものを除く
。）を支給される職員について生じた次の各号
のいずれかに掲げる事由とする。 
(１)～(４) 略 

２ 条例第17条の３第７項の教育委員会規則で定
める額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ
、当該各号に定める額とする。 
(１) １か月当たりの通勤手当算出基礎額が15万 

円以下であった場合 次に掲げる場合の区分 
に応じ、それぞれ次に定める額 
ア イに掲げる場合以外の場合 次に掲げる 
場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

   
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(ア) (イ)に掲げる場合以外の場合 前項第２ 

号に掲げる事由が生じた場合にあっては
当該事由に係る普通交通機関等又は新幹
線鉄道等（同号の改定後に１か月当たり
の通勤手当算出基礎額が15万円を超える
こととなるときは、その者の利用する全
ての普通交通機関等及び新幹線鉄道等）
、同項第１号、第３号又は第４号に掲げ
る事由が生じた場合にあってはその者の
利用する全ての普通交通機関等及び新幹
線鉄道等につき、使用されるべき通用期
間の定期券の運賃等及び特別料金等の払
戻しを、教育委員会の定める月（以下こ
の条において「事由発生月」という。）
の末日にしたものとして得られる額（次
号アにおいて「払戻金相当額」という。
） 

(イ) 前項第２号に掲げる事由が生じ、前条 
第３項第１号又は第３号アに掲げる場合
に該当した場合であって、当該事由が生
じた日の属する月が前項第２号の改定前
の通勤手当の額に係る支給単位期間に係
る最初の月であるとき 既に支給された
通勤手当のうち、同号の改定前の当該事
由に係る普通交通機関等、新幹線鉄道等
、自転車等又は駐車場等（同号の改定後
に１か月当たりの通勤手当算出基礎額が
15万円を超えることとなるときは、その
者の利用する全ての普通交通機関等、新
幹線鉄道等、自転車等及び駐車場等）に
係る通勤手当の額 

  イ 略 
(２) 略 

３ 条例第17条の３第７項の規定により職員に前
項に定める額を返納させる場合において、返納

 
 
 
 
（返納の事由及び額等） 

第12条の２ 条例第17条の３第７項の教育委員会
規則で定める事由は、通勤手当（１箇月の支給
単位期間に係るものを除く。）を支給される職
員について生じた次の各号のいずれかに掲げる
事由とする。 
 
 
(１)～(４) 略 

２ 条例第17条の３第７項の教育委員会規則で定
める額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ
、当該各号に定める額とする。 

 (１) １か月当たりの通勤手当算出基礎額が15万
円以下であった場合 次に掲げる場合の区分
に応じ、それぞれ次に定める額 

  ア イに掲げる場合以外の場合 前項第２号
に掲げる事由が生じた場合にあっては当該
事由に係る普通交通機関等又は新幹線鉄道
等（同号の改定後に１か月当たりの通勤手
当算出基礎額が15万円を超えることとなる
ときは、その者の利用する全ての普通交通
機関等及び新幹線鉄道等）、同項第１号、
第３号又は第４号に掲げる事由が生じた場
合にあってはその者の利用する全ての普通
交通機関等及び新幹線鉄道等につき、使用
されるべき通用期間の定期券の運賃等及び
特別料金等の払戻しを、教育委員会の定め
る月（以下この条において「事由発生月」
という。）の末日にしたものとして得られ
る額（次号において「払戻金相当額」とい
う。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  イ 略 

(２) 略  
３ 条例第17条の３第７項の規定により職員に前
項に定める額を返納させる場合において、返納
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に係る通勤手当の給料の支払義務者と事由発生
月（前項第１号ア(イ)に掲げる場合に該当する場
合にあっては、教育委員会の定める月）の翌月
以降に支給される給与の給料の支払義務者が同
一であるときは、教育委員会の定めるところに
より当該給与から当該額を差し引くことができ
る。 

 
（支給単位期間） 

第12条の３ 略 
 
第12条の４ 支給単位期間は、第12条第１項の規 
 定により通勤手当の支給が開始される月又は同 
条第３項の規定により通勤手当の額が改定され 
る月から開始する。 

２ 月の中途において派遣等となった場合又は出
張、休暇、欠勤その他の事由により月の初日か
ら末日までの期間の全日数にわたって通勤しな
いこととなった場合には、支給単位期間は、そ
の後復職し、若しくは職務に復帰した日の属す
る月又は再び通勤することとなった日の属する
月から開始する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

に係る通勤手当の給料の支払義務者と事由発生
月の翌月以降に支給される給与の給料の支払義
務者が同一であるときは、教育委員会の定める
ところにより当該給与から当該額を差し引くこ
とができる。 

 
 
 
（支給単位期間） 

第12条の３ 略 
 
第12条の４ 支給単位期間は、第12条第１項の規 
 定により通勤手当の支給が開始される月又は同 
条第２項の規定により通勤手当の額が改定され 
る月から開始する。 

２ 月の中途において派遣等となった場合（次項
に規定する場合に該当しているときを除く。）
には、支給単位期間は、その後復職し、又は職
務に復帰した日の属する月の翌月（その日が月
の初日である場合にあっては、その日の属する
月）から開始する。 
 

３ 出張、休暇、欠勤その他の事由により、月の
初日から末日までの期間の全日数にわたって通
勤しないこととなった場合（前項に規定すると
きから復職等をしないで引き続き当該期間の全
日数にわたって通勤しないこととなった場合を
除く。）には、支給単位期間は、その後再び通
勤することとなった日の属する月から開始する
。 

  

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和8年10月1日から施行する。 

（支給単位期間等の開始に関する経過措置） 

2 令和8年9月2日から同月30日までの間（以下この項において「特定期間」という。）に職員に新たに市

町村立学校職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第53号）第17条の3第1項の職員たる要件が

具備されるに至った場合若しくは通勤手当を受けている職員にその額を変更すべき事実が生ずるに至っ

た場合又は職員がこの規則による改正前の市町村立学校職員の通勤手当に関する規則第12条の4第2項に

規定する場合（同条第3項に規定する場合に該当しているときを除く。）に該当し、特定期間に復職し、

若しくは職務に復帰した場合の通勤手当に係るこの規則による改正後の市町村立学校職員の通勤手当に

関する規則第11条の4第5項に規定する支給単位期間等は、同年10月から開始するものとする。 

 


